
0報告事項１

2024年度の需給運用トピックスのご紹介

2024年6月28日

電力広域的運営推進機関
運用部



1１ー１．再エネ出力抑制の実施状況

 再エネの導入拡大により出力抑制エリアは東京エリアを除く全国に拡大、複数エリア
での同時出力抑制の増加による域外送電量の減少や電力需要の減少等もあり、
出力抑制量は増加傾向。

 3月～5月は、全国的に出力抑制が行われている。九州エリアでは、昨年に比べ、気
温低下による需要の増加と電源等の稼働状況により減少。

2024年5月5日は東京、沖縄エリアを除く
エリアで再エネ出力抑制を実施

東京

再エネ出力制御量の推移（全国、2021年4月～2024年5月）
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2１ー２．関西エリアにおける下げ代不足融通（6月1日、6月2日）

 ６月1日(土) 、2日(日)で、関西エリアにおいて、需要が低く再エネ電源の高稼働
が見込まれることで、下げ代が不足するおそれがあったことから、当機関は下げ代不
足融通指示を実施した。

 関西エリアの余剰電力は、6月1日は中部および中国エリア、 6月2日は中国エリア
で受電。両日とも受電エリアは再エネ抑制指示を行っていたが、当日抑制可能なオ
ンライン制御の再エネ電源を追加抑制することで融通分を受電した。

北海道

東北

東京中部関西中国

四国

九州

北陸

73.9万kW3.9万kW

下げ代不足融通のイメージ
(6/1:エリアごとの最大送電量)

6月1日 下げ代不足融通の指示内容

指示時刻 時間帯
送電量
（最大）

受電量(最大)

中国

① 5:47 9:30~11:00 62.5 62.5

② 6:24 11:00~14:30 71.8 71.8

指示時刻 時間帯
送電量
（最大）

受電量（最大）

中部 中国

① 6:31 10:00~11:00 14.2 14.2 ‐

② 7:40
11:00~15:00

73.9
73.9 ‐

11:00~12:30 ‐ 3.9

6月2日 下げ代不足融通の指示内容 （万kW)

（万kW)
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優先給電ルール
① 火力（石油、ガス、石炭）の出力抑制

揚水・蓄電池の活用

② 連系線を介した他地域への送電（⾧周期広域周波数調整）
（当機関の役割）一般送配電事業者間の電力融通を斡旋

③ バイオマスの出力抑制

④ 自然変動電源（太陽光・風力）の出力抑制
（当機関の役割）優先給電ルールに基づいた運用がされたか検証※

⑤業務規程第111条に基づく措置（下げ代不足融通）
（当機関の役割）一般送配電事業者間の電力融通を指示

⑥⾧期固定電源（水力、原子力、地熱）の出力抑制

出
力
の
抑
制
等
を
行
う
順
番

※出力抑制前日の指令時点において出力抑制が不可避であったか否かを事後検証

１ー３．再エネ出力抑制低減のための優先給電ルールと当機関の役割

 再エネ出力抑制は、優先給電ルールに基づき、火力の出力抑制等、連系線を介し
た他地域への送電（⾧周期広域周波数調整）をしても供給余剰が見込まれる場
合に実施。

 なお、優先給電ルールでは、出力抑制を実施しても供給余剰を回避できないと見込
まれる場合、当機関による下げ代不足融通の指示を実施。



4１－４．再エネ出力抑制の低減に向けた取組の全体像

 出力抑制低減に向けて、「供給」、「需要」、「系統」面の個々の対策の深堀りおよび
これら対策の重ね合わせ効果を運用の高度化で実現していく必要がある。

 当機関では、広域需給運用の指令塔として、一般送配電事業者間の電力融通調
整により、出力抑制の低減に取り組んでいる。

（出典）第46回系統ワーキンググループ（2023年5月29日）資料1



5２ー１．2024年度夏季の需給見通し

 猛暑高需要に対し、各エリアとも最大需要時・最小予備率時ともに、安定供給に
最低限必要な予備率3%を確保できる見通し

 ただし、今後の発電機停止等の供給力変化に注視が必要

最大需要時 （単位:％）

エリア 7月 8月 9月

北海道 4.4 9.7 13.4

東北 7.9 9.4 12.8

東京 4.9 9.4 12.8

中部 10.9 12.4 12.8

北陸 10.9 12.4 12.8

関西 10.9 12.4 12.8

中国 10.9 12.4 12.8

四国 10.9 12.4 12.8

九州 18.1 18.3 16.6

沖縄 27.7 31.3 22.9

（単位:％）

※ 各エリアとも17時で評価

エリア 7月 8月 9月

北海道 4.1 10.5 16.2

東北 4.1 8.0 11.8

東京 4.1 8.0 11.8

中部 10.4 10.6 11.8

北陸 10.4 12.2 13.8

関西 10.4 12.2 13.8

中国 10.4 12.2 13.8

四国 10.4 12.2 13.8

九州 13.2 14.8 14.5

沖縄 34.0 35.8 35.1

最小予備率時

（出典）第75回電力・ガス基本政策小委員会（2024年6月3日） 資料11

【猛暑高需要時における各エリアの供給予備率】



6２－２．今夏の電力需給対策

（出典）第75回電力・ガス基本政策小委員会（2024年6月3日） 資料11

 全エリアの予備率が3％を確保できていることから、今夏は節電要請の実施なし
 一方、供給力の中には老朽化した火力発電所が含まれている等、設備トラブルの

リスクを踏まえると予断を許さない状況であり、国の審議会において、夏季の電力
需給対策が決定
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kWモニタリング kWhモニタリング

公表開始 6/28(金) 6/14(金)

公表ペース 毎週 2週間毎

公表
イメージ

今夏における
改善・見直し

容量市場の実需給が開始し、供給力提供準備通
知にて広域予備率の低下を周知することになった。こ
れに伴い、追加起動可能な電源等の余力を供給力
に加えた場合の想定広域予備率を公表

エネルギー・金属鉱物資源機構(JOGMEC)との
連携等により、燃料に関わる情報チャンネルを拡大

２－３．電力需給モニタリング（当機関の取組）

 当機関では、夏季期間中、最新の気象予報に基づく想定需要に対する供給力の
予備率の見通し[kWモニタリング」および発電用のLNG・石油の発電量換算在庫の
推移[kWhモニタリング]の確認を実施

（億kWh）

２か月先までの燃料在庫見通しを公表想定需要に対する予備率見通しを公表
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 広域機関としては、2024年度より容量市場の実需給が開始されたことを踏まえ、広域
予備率が8%を下回った場合には、週間・翌々日段階から「広域予備率低下のおそれ
に伴う供給力提供準備通知」、翌日断面で「広域予備率低下に伴う供給力提供通
知」を発信し、BGによる需給改善のための主体的行動を促すなど容量市場の枠組みも
最大限活用し、供給力確保に資する取組みを実施していく。

広域予備率が5％割れとなるような需給ひっ迫の可能性がある場合には、国や一般送
配電事業者と連携し、必要な追加需給対策を講じるとともに、需給ひっ迫準備情報、
需給ひっ迫警報・注意報の情報発信をSNSなどを通じて広く周知することで対応する。

需給ひっ迫準備情報
(広域予備率5%未満)

需給ひっ迫警報
(広域予備率3%未満)
需給ひっ迫注意報

(広域予備率5%未満)

２－４．需給ひっ迫が予想される場合の対応
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以降 参考スライド



10（参考）再生可能エネルギーの導入状況

 国は、再エネの主力電源化を目指し、2030年度の導入目標を36-38％に設定
 2022年度の導入比率は21.7%まで拡大（発電電力量ベース）

（出典）第62回再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会
（2024年5月29日） 資料1



11（参考）再エネ出力抑制の実施状況

 2023年度の全国の再エネ出力抑制量の合計は約18.9億kWh
 抑制量の最も多い九州エリアでの再エネの出力制御率は8.3％

（出展）第51回系統ワーキンググループ（2024年5月24日） 資料1



12（参考）下げ代不足融通と⾧周期広域周波数調整の違い

下げ代不足融通 ⾧周期広域周波数調整

業務規程での位置づけ 指示 調整

一般送配電事業者からの要請 当日(実需給4時間前まで) 前日(13:30頃)

受電エリアの下げ代確保 ④自然変動電源（太陽光・
風力）の出力抑制まで実施

①火力（石油、ガス、石炭）
の出力抑制、揚水・蓄電池の

活用まで実施

マージン使用 検討する 検討しない
優先給電ルール

① 火力（石油、ガス、石炭）の出力抑制
揚水・蓄電池の活用

② 連系線を介した他地域への送電（⾧周期広域周波数調整）
（当機関の役割）一般送配電事業者間の電力融通を斡旋

③ バイオマスの出力抑制

④ 自然変動電源（太陽光・風力）の出力抑制
（当機関の役割）優先給電ルールに基づいた運用がされたか検証※

⑤業務規程第111条に基づく措置（下げ代不足融通）
（当機関の役割）一般送配電事業者間の電力融通を指示

⑥⾧期固定電源（水力、原子力、地熱）の出力抑制

出
力
の
抑
制
等
を
行
う
順
番
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④太陽光・風力の出力抑制実績（回）②⾧周期広域周波数調整実績（回）

優先給電ルール上の順番

（参考）⾧周期広域周波数調整の斡旋

 当機関は、前日計画策定段階で、供給余剰が見込まれるエリアからの申し出を受
け、他エリアに受電を依頼(②⾧周期周波数調整の斡旋）。

 供給余剰エリアでの④再エネ出力抑制の回避または抑制量低減に貢献。

北海道（2回）
東北（14回）
中部（14回）
北陸（13回）
関西（3回）
中国（62回）
四国（42回）

九州※ （136回）

沖縄※ （19回）
※離島除き

北海道（1回）
東北（24回）
中部（8回）
北陸（6回）

中国（125回）

四国（72回）

九州（141回）



14

[出典] 当機関公表資料

①再エネの出力抑制に関する 指
令を行った時点(前日段階)で予想
した需給状況
⇒需要や再エネの想定は妥当で
あったか?

②優先給電ルールに基づく、
・抑制(火力など）
・調整(他エリア送電など）の
具体的内容
⇒①に基づき、必要な抑制、 調
整を実施したかどうか?

③再エネの出力抑制を行う必要性
⇒②の対策を講じたとしても、出力
制御は不可避であったかどうか?

（参考）再エネ出力抑制実施後の当機関による事後検証

 本機関は、法令および業務指針に照らして、出力抑制前日の指令時点において出
力抑制が不可避であったか否かを、以下の3つの観点で事後検証を実施している。



15（参考）至近の状況変化を踏まえた検証方法の一部見直し

【残余需要差の推移】

残余需要差
（万kW）

太陽光
設備量

（万kW）

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

【夏季の需要カーブ】 最大
需要時

最小
予備率

残余需要差
（2022年度夏季の全国最大需要日）

残余需要カーブ 太陽光

安定電源

0

5,000

10,000

0

1,000

2,000

3,000

2016 2019 2022 2025 2028 2031

残余需要差

太陽光設備量

（各年度夏季の全国最大需要日）

 従来の需給検証では、最大需要に対する需給状況のみを評価
 近年、太陽光の増加により、最大需要時と最小予備率時の残余需要の差が拡大

傾向にあるため、2024年度より最小予備率時の評価も開始
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供給
需要

９エリアが連系線でつながっており日本全体で供
給力（発電）と需要で予備率を確認
（計算上各エリアの需給バランスを均平化処理）

供給 需要

＜広域予備率の考え方＞

ただし、連系線の容量が上限に達すると
エリアの予備率に差が生じる（ブロック化）
ブロックが変わる

予備率＝ ＊100 - 100供給

需要

供給 需要

これ以上連系線に
流せない

広域ブロック

予備率 大

予備率 小

（参考）広域予備率の算定方法

 連系線制約を考慮したうえで各エリアの予備率が均平化となるよう連系線潮流が流
れた状態の広域予備率（エリア予備率ではなく）で需給バランスを評価。

 連系線容量の上限で広域ブロックが分断される時間帯は、ブロック間の予備率に差
が出る。



17（参考）週間以降の広域予備率について
第75回電力・ガス基本政策小委員会（2024年6月3日）

資料11 引用



18（参考）週間以降の広域予備率について
第75回電力・ガス基本政策小委員会（2024年6月3日）

資料11 引用



19（参考）6/11-13の東北エリアの需給ひっ迫融通について

 6月11日(火)-13(木)に、東北電力NWより「需給ひっ迫融通」の申出を受けた。
 上記申出を受け6月11、12、13日に東京電力PGを送電会社とした「需給ひっ迫に

よる融通」の指示を実施した。
 6月11日は最大30万kW、12日は最大60万kW、13日は最大55万kWの融通

指示を実施した。

6月11日（指示回数1回）

指示時刻 対象時間帯
最大融通量

東京

16:08 17:30~19:00 30

16:58 17:30~19:00 30

指示時刻 対象時間帯
最大融通量

東京

17:23 18:00~19:00 30

6月12日（指示回数2回）
【指示内容】

指示時刻 対象時間帯
最大融通量

東京

14:03 15:30~17:00 55

15:55 17:00~20:00 50

6月13日（指示回数2回）

万kW

万kW

万kW

6月11日:需給バランス


